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また、EV普及の最大の障壁となる充電環境の不足を
解消するため、民間事業者が展開する「初期費用・維持
費用ゼロ円モデル」を積極的に活用し、県有施設への
EV充電インフラの整備を進めている。この手法により、
施設管理者の財政的・実務的な導入ハードルを大幅に下
げ、スピーディーかつ面的に県内の充電ネットワークを
拡充している。
加えて、公共交通機関の脱炭素化を推進するため、交

通事業者により環境負荷の少ない水素燃料電池バス 2
台も導入されている。これにより、県民が日々の生活の
中で、環境配慮型車両の魅力を直接体感できる機会の創
出に繋げている。
さらに、県自らの取り組みとして、公用車電動自動車

走る蓄電池が地域を守る。
「脱炭素」と「防災」の両輪で進む次世代自動車戦略

徳島県生活環境部サステナブル社会推進課
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徳島県 GX 推進計画
世界的な気候変動の危機が高まる中、徳島県では令和

元年に「2050 年ゼロカーボンシティ宣言」を表明し、
脱炭素社会の実現に向けた取り組みを加速させてきた。
さらに、2024 年 3 月には「地球温暖化対策」と「エ
ネルギー対策」を一体的かつ計画的に推進するため、従
来の複数の関連計画を統合した「徳島県GX推進計画」
を策定し、「県民総ぐるみ」でのGX加速を目指している。
本計画は、中期目標として 2030 年度の温室効果ガ

ス排出量を 2013 年度比で 50%削減、長期目標として
2050年度の実質ゼロを掲げている。その中でも、運輸
部門における脱炭素化は極めて重要なピースである。

「脱炭素・三種の神器」としての 
ZEV 普及
この目標達成に向けた施策展開の中でも、特に「クリー

ンエネルギーの最大限導入」を推進しており、「太陽光
発電設備・蓄電池・ZEV」を「脱炭素・三種の神器」
と位置づけている。そして、その要となるZEV（ゼロ
エミッション・ビークル）の普及促進や、鍵となる充電
インフラの整備推進を重点施策として掲げている。本稿
では、地方における脱炭素化の課題解決に向けた、本県
の自動車関連施策の具体的な取り組みをご紹介する。

車両導入支援とインフラ整備を 
両輪とした次世代自動車の普及
地方において自動車は県民生活に欠かせない移動手段

であり、運輸部門の脱炭素化は極めて重要である。本県
では、ZEVの普及促進に向けて、「車両の導入支援」と
「環境整備」の双方からアプローチしている。

まず、ZEV導入補助金の交付である。電気自動車（EV）
やプラグインハイブリッド車（PHV）などの購入に対
する支援を行い、初期費用の負担軽減を図ることで、
県内における次世代自動車の普及を力強く後押しして
いる。

ゼロ円モデルを活用した県有施設への EV充電設備の導入

水素燃料電池バスを活用した普及啓発
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割合 100％（代替可能な車両がない場合を除く）とい
う意欲的な目標を掲げ、計画的かつ着実なZEVを含む
電動車の導入を進めている。これに加え、「脱炭素・三
種の神器」の残り二つである太陽光発電設備と蓄電池に
ついても、初期費用ゼロで導入可能な PPA（電力販売
契約）モデルを活用し、県有施設への率先導入を進めて
いる。公用車の電動化と施設の脱炭素化を一体的に進め
ることで、県全体への波及効果を狙っている。

南海トラフ巨大地震への備えとした 
ZEV 導入とレジリエンス強化
一方で、近い将来の発生が危惧される「南海トラフ巨

大地震」への備えは、本県にとって極めて喫緊の課題で
ある。そのため、自動車の脱炭素化を進めるにあたって
は災害時のレジリエンス強化も視野に入れ、ZEVを「走
る蓄電池」として有効活用する仕組みを構築している。
その中核となるのが、「電力供給サポーター制度」で

ある。これは、ZEVを所有する事業所にサポーターと
して事前登録していただき、災害による停電が発生した
際、避難所などへ車両を派遣し、電力供給の支援を行っ
ていただく仕組みだ。自助・共助の精神に基づくこの制
度は、公的な備えだけではカバーしきれない地域の防災
力を飛躍的に高めるものとして期待されている。
また、インフラ面からのアプローチとして「すだちく

ん EV charger 制度」を独自に推進している。これは、
平時は EVの充電インフラとして脱炭素化に貢献しつ
つ、災害時には非常用電源として地域に無償開放する設
備を県が認定・普及させる事業である。充電と給電の両
義性を持たせることで、災害に強い地域づくりを進めて
いる。

さらに、こうした自動車関連施策と並行し、地域全体
の電源確保策として「すだちくんコンセント」という独
自の認定制度も広く推進している。これは、県内に太陽
光発電などのクリーンエネルギー発電施設を整備してい
る事業者のうち、停電時に非常用電源として電力を提供
できるコンセント設備を県が「すだちくんコンセント」
として認定するものである。認定施設を県のホームペー
ジで周知することで、県民が災害時にスマートフォンな
どの充電や最低限の電力確保を行える「非常用電源ス
ポット」として機能させている。近年では、民間企業と
の包括業務提携に基づき、県内の大手コンビニエンスス
トア店舗への設置が進むなど、官民連携による地域の防
災力向上の象徴的な取り組みとなっている。

左：「すだちくんEV charger」認定ステッカー
右：「すだちくんコンセント」認定ステッカー

おわりに
本県における環境配慮型の自動車関連施策は、脱炭素

化による「環境負荷の低減」と、大規模災害に備える「地
域レジリエンスの強化」の両輪で進められている。公用
車電動自動車割合 100％を掲げ、行政が率先導入する
とともに、ZEV補助金やゼロ円モデルでの充電インフ
ラ整備、燃料電池バスの運行などを通じて社会全体の機
運醸成を図っている。
そして、「電力供給サポーター制度」や「すだちくん

EV charger 制度」といった本県独自の仕組みにより、
平時の環境対策がいざという時の命綱となるシステムを
構築している。今後も、県民や事業者、各市町村などと
の連携をさらに深めながら、カーボンニュートラルの実
現と災害に強い安心・安全な徳島県の実現に向け、歩み
を止めることなく施策を推進していく。

PPAモデルを活用した県有施設への太陽光発電設備の導入
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脱炭素先行地域としての甲斐市における
ＥＶ施策について

甲斐市環境産業部脱炭素社会推進課
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その一環として、市内の観光スポット（ワイナリー）
や交通・交流拠点（インターチェンジ、駅、公園施設な
ど）を主要道路でめぐるルートを「ゼロカーボンロード」
（総延長 28.4㎞）と設定し、EVを市職員と市民・観光
客などが利用できるカーシェアの導入やゼロカーボン
ロード沿いの施設への EV充電器設置のほか、観光・交
通事業者と連携して観光の活性化を図るなど、ハードと
ソフトの両面から取り組みを進めている。

３	EV カーシェアの導入
EV カーシェア事業は、2026年 4月 1日から運用を

開始している。平日および災害時は公用車として使用し、
土曜日曜・祝日等の閉庁日は、市民や観光客などの一般
利用者が、専用アプリから予約・支払いを行い貸し渡し

１	甲斐市について
甲斐市は、山梨県の北西部に位置し、旧竜王町・旧敷

島町・旧双葉町の三町の合併により平成 16 年 9 月 1
日に誕生した。人口は約 76,000 人で山梨県内では甲
府市に次ぐ規模であり、甲府市のベッドタウンとして発
展してきた。
地形は南北方向に細長く、丘陵および山岳地域が広が

る北部地域では、豊かな森林環境や自然景観を有し、「日
本遺産御嶽昇仙峡」などの景勝地があるほか、果樹栽培
やワイン醸造も行われている。一方、釜無川左岸の南部地
域では、住宅地と農地が混在する平坦な市街化地域が形成
されている。
甲斐市から 150km圏内には東京都、埼玉県、神奈川

県、静岡県、長野県および群馬県のほぼすべての区域が
含まれている。JR中央本線の竜王駅には特急が停車し、
中央自動車道の双葉サービスエリアにはスマートイン
ターチェンジが併設されており、中部横断自動車道が静
岡県まで延伸するなど交通アクセスにも恵まれている
が、近年は新型コロナウイルスの影響もあり、ワイナリー
を中心とした観光客が減少傾向にあるなど、観光・交流
産業の活性化が喫緊の課題となっている。

２	脱炭素先行地域への挑戦
そこで甲斐市は、環境省が定める「脱炭素先行地域」

に 2023 年 2月応募し、同年 4月に山梨県内で初めて
選定された。「脱炭素先行地域」とは、2050 年のカー
ボンニュートラルに向けて、地域特性に応じて民生部門
の電力消費に伴うCO2排出実質ゼロを実現する先進的
なモデル地域で、2026 年２月までに全国で 102 カ所
が選定されている。
甲斐市では、「“隗（甲斐）より始めよ”人と資源の循

環モデル，ゼロカーボンロードでめぐる自然とワイナ
リー」と題して、脱炭素を切り口に、自然を活かした観
光と地域経済の継続的な発展を実現することを目指し、
さまざまな取り組みを進めている。

脱炭素先行地域　取り組み全体イメージ図

甲斐市役所駐車場に導入したカーシェア用の EVと市のマ
スコットキャラクター「やはたいぬ」
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（一般カーシェア）をするもので、甲斐市役所竜王庁舎駐
車場にEV軽自動車1台、EV普通自動車1台を導入した。
市民に対しては日常使いとして15分単位での柔軟な

貸し渡しができるとともに、EVの試乗体験としての利用
が期待され、観光客に対しては交通手段として、観光メ
ニューとの相乗効果による利用拡大を目指している。
今後は、利用実績を基にデータの収集・分析を行い、

段階的に導入の検討を進め、将来的には 10台まで拡充
する予定である。また、カーシェア事業で導入する EV
と、指定避難所に導入予定のV2Xシステムを連動させ、
災害時に EVから給電できるようなシステムを構築予定
である。

４	EV 充電器の設置
EV カーシェア導入と並行して、観光客が EVでスト

レスなく市内を巡ることができるよう、脱炭素先行地域
の交付金を活用し、ゼロカーボンロード沿いの公共施設
や民間の観光・交流拠点、店舗などへ EV充電器の設置
を進めている。2026 年 3月 31日現在、一般開放用と
して公共施設に急速充電器 3台、普通充電器 1台、民
間施設に急速充電器１台、普通充電器２台を設置した。
EVが徐々に普及拡大していることもあり、利用状況

は順調であるが、特に高出力の急速充電器については初
期費用と電気料金などの維持費が課題となっている。
今後は、CEV補助金を活用した無償設置型の EV充

電サービス事業者による導入についても一つの選択肢と
して検討していく必要がある。

民間施設（自動車販売業）への EV充電器の設置事例

５	脱炭素観光モデル
甲斐市が脱炭素先行地域に掲げる「観光モデルの構築」

に向けて、公民連携による多角的な視点を持って課題解
決に取り組むため、脱炭素先行地域およびゼロカーボン

ロード沿線を中心に観光・集客・交通などの民間事業者
を交えた協議会「KAI 脱炭素観光プロジェクト推進協議
会」を 2025年 12月に設置した。
協議会では、脱炭素を切り口とした観光メニューの実

装に向け、具体的な施策の検討および実証などについて
取り組みを進めていく予定である。
観光客数の増加とCO2排出削減の両立を図り、環境

負荷を抑えながら観光を楽しめるメニューの構築や、
EV利用などの脱炭素行動に対する店舗・施設でのイン
センティブ制度の創設など、2027年度中の実証を目指
している。その他、観光拠点となるワイナリーへのグリー
ンスローモビリティや太陽光発電設備などの導入を計画
に掲げており、民間施設へのハード整備についても強化
しているところである。

脱炭素観光モデルイメージ図

６	2030 年 
	 カーボンニュートラルに向けて
前述の取り組みのほか、地域交通を確保するためのAI

オンデマンド交通や自動運転バスおよび観光巡回バスの
運行においてEVを活用しており、脱炭素先行地域外にお
ける施策も展開している。
甲斐市での脱炭素社会実現に向けた取り組みは、まだ

黎明期であり、将来的には脱炭素先行地域の交付金に依
存しない形で自走していく必要がある。脱炭素社会実現
に向けては、財政面や人材面での課題に加え、市民や民
間業者への訴求も大きな障壁とな
る。甲斐市の取り組みがモデルと
なり、他自治体へ波及していくよ
う、今後取り組みを更に推進して
いく。


